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2020 年 4 月 1 日 No. 139（毎月 1 日発行） 

（中国本土）企業の外債枠が純資産 2.5 倍まで拡大 

2020 年 3 月 11 日付けで、中国人民銀行及び国家外貨管理局は、「全範囲クロスボーダー融資マクロ

プルーデンス政策因数の調整に関する通知」（銀発〔2020〕64 号、以下「64 号通知」という）を公布し、

マクロプルーデンス管理モデルにおけるマクロプルーデンス政策因数を 1.00 から 1.25 に引き上げました。これ

により、マクロプルーデンス管理モデルを採用し外債調達を行う企業は、クロスボーダー融資リスク加重残高上

限（以下、「外債枠」という）が純資産の 2.0 倍から 2.5 倍に拡大されます。 

「64 号通知」の目的は、コロナウイルスの影響で資金繰りに苦戦する中小企業に対して、外債枠に係る規

制を緩和し、クロスボーダー融資等の多様な資金調達手段の確保を図ることにあります。 

現時点においては、企業の外債枠について、マクロプルーデンス管理モデルと従来型の投注差モデルとで管

理されており、各社はいずれかを選択することになります。 

（マクロプルーデンス管理モデル） 

外債枠＝企業の純資産額×レバレッジ率（2）×マクロプルーデンス政策因数（1.00→1.25） 

今回の 「64号通知」により、マクロプルーデンス政策因数が1.00→1.25に変更となりました。 

リスク因数 区分 因数 

期限リスク因数 
中長期（1年超） 1 

短期（1年以内） 1.5 

類別リスク因数 
オンバランス融資 1 

オフバランス融資 1 

為替リスク因数 ― 0.5 

例えば、純資産が10の会社であれば、外

債枠は10×2×1.25＝25となります。しかし、

必ずしも外債枠の全額を調達できるとは限ら

ず、外債の状況に応じて、右記のリスク因数を

考慮する必要があります。 

外債利用額=Σ外貨・人民元融資残高×

期限リスク因数×類別リスク因数＋Σ外貨

融資残高×為替リスク因数 

仮に、短期かつ外貨で10を調達する場合、リスク因数は期限リスク因数が短期1.5、為替リスク因数が0.5と

なり、外債利用額は 10×1.5×1+10×0.5＝20となり、外債枠はまだ5残ることになります。一方、中長期か

つ人民元で10を調達する場合、リスク因数は期限リスク因数の中長期1のみを考慮すればよいことになり、外債

利用額は 10×1×1＝10となり、外債枠はまだ15残ることになります。 

（投注差モデル） 

外債枠＝投注差＝投資総額－注冊資本 

名称 説明 

投資総額 資本金・借入金等によって調達する企業への総投資額 

注冊資本 登録資本金（外債では実際に資本金として企業に払い込まれた金額） 

例えば、投資総額が10で注冊資本が5の場合、外債枠は10-5＝5となります。短期外債の場合は1年内に

完済すれば、その時点で総枠は5に戻ります。長期外債の場合は完済後でも、新規の外債の実行ができなくな

ります。ただし、地域により規制が異なる可能性があるため、事前に当局と確認する必要があります。 
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マクロプルーデンス管理モデルでの管理は2016年から全国展開されていますが、投注差モデルにより外債を

活用していた会社がマクロプルーデンスモデルに切り替える場合、過去の投注差モデルでの借入をマクロプルーデ

ンスモデルで再計算する必要があります。今後も、積極的な規制緩和が期待されますが、一方で中国国外への

外貨送金が厳しくなっていますので、入と出の双方のリスクを見ながらの判断が求められると考えます。 

なお、外商投資法の施行に伴い投注差モデルの根拠法令の効力が有効でなくなる可能性がありますので、

この点もご注意ください。 

 

2020年3月11日付け「全範囲クロスボーダー融資のマクロプルーデンス政策因数の調整に関する通知」の

日本語訳は下記のとおりです。 

中国人民銀行 国家外貨管理局 

全範囲クロスボーダー融資マクロプルーデンス政策因数の調整に関する通知 

銀発〔2020〕64 号 

 

中国人民銀行上海本部、各支店・営業管理部、各省都の都市中心支行・深圳市中心支行；国家

外貨管理局各省・自治区・直轄市分局・外貨管理部、深圳・大連・青島・厦門・寧波市分局；国家開

発銀行、各政策性銀行・国有商業銀行・株式制商業銀行、中国郵政貯蓄銀行： 

外資利用をさらに拡大し、国内機構のクロスボーダー融資を利便化し、実体経済の融資コストを引き下げ

るために、当面のマクロ経済及び国際収支状況に基づき、中国人民銀行・国家外貨管理局は、「中国人

民銀行 全範囲クロスボーダー融資マクロプルーデンス管理関連事項に関する通知」（銀発〔2017〕9 

号）におけるマクロプルーデンス政策因数を1から1.25に上方調整することを決定した。 

本通知は公布日より実施する。全範囲クロスボーダー融資マクロプルーデンス管理のその他の事項は依然

として「中国人民銀行 全範囲クロスボーダー融資マクロプルーデンス管理関連事項に関する通知」に準じ

る。 

 

中国人民銀行  国家外貨管理局 

2020年3月11日 

＜お願い＞上記日本語訳は中国語原文規定の翻訳です。翻訳には正確を期しておりますが、中国語と日本

語の表現の相違等から日本語翻訳の内容に誤解が生じる恐れがあります。中国語原文との間に解釈の相違

がある場合、中国語原文を参照くださいますようお願いいたします。 
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（香港）新型肺炎対策の動向及び飲食業・小売業を対象とした補助金について 

香港では、推奨されていた政府及び民間企業の在宅勤務が3月1日より解除されたものの、3月中旬になり

留学生の帰国等による新型肺炎の感染が再拡大し、感染拡大の第2波を懸念する動きが出てきています。そ

の結果、香港政府は一部の政府機関の営業時間の短縮や在宅勤務を再開する等、依然として新型コロナウ

イルスが企業活動に与える影響は大きなものとなっております。 

今回は、3月の新型肺炎を巡る大きな動きを振り返るとともに、それに対する政府の支援策（飲食業及び小

売業を対象とした補助金）の概要を説明いたします。 

 

1.新型肺炎を巡る主な出来事 

月日 動き 

3 月 2 日（月） 新型コロナウイルスの感染拡大防止策として導入した政府職員の在宅勤務が 3 月 1 日

で終了し、3 月 2 日から職場での勤務が再開。 

3 月 10 日（火） 新型コロナウイルスの感染者が急増している北海道等の一部地域を過去 14 日間に訪

れた入境者について、検疫センターに隔離すると発表。3 月 14 日午前 0 時から実施。 

3 月 18 日（水） 中国本土、マカオ、台湾を除き、海外から香港に入境する全ての人を対象に 14 日間の

強制検疫か医学観察を義務付けると発表。3 月 19 日午前 0 時から実施（期限は 3

か月間、6 月 18 日まで）。 

3 月 21 日（土） 香港政府は 3 月 21 日に緊急記者会見を行い、再び公務員の在宅勤務を実施すると

発表。3 月 23 日以降、政府の業務を必要性と緊急性の高い公共サービスに限定する

こととした。 

3 月 23 日（月） 香港政府が全ての非香港居住者の香港国際空港からの入境を禁止すると発表。3 月

25 日から 14 日間実施。 

新型コロナウイルスの新規感染者が3月12日はゼロになる等、感染拡大の封じ込めに成功したように思われ

ましたが、3月20日には今までで最大の48人の新規感染者が確認される等、海外渡航歴のある人からの感染

が再び拡大してきており、予断を許さない状況が続いていると言えます。 

このような状況下で、外出を控える風潮により特に深刻な打撃を受けている業界への補助金支給の受付が

順次開始しています。以下では、現在受付が行われている飲食、小売業を対象とした補助金に関する概要を

説明いたします。 
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2.飲食及び小売業を対象とした補助金の概要 

【飲食業】 

(1) 申請期間：2020年3月5日（木）9:00 ～ 2020年5月4日（月）17:00 

(2)対象ライセンス及び支給額 

① 一般レストラン、海上レストラン及び工場食堂：20万香港ドル 

② 軽食レストラン、生肉販売店、食品工場、ベーカリー、燒味及び鹵味店：8万香港ドル 

③ 屋台：5千香港ドル 

(3)支給条件 

・2020年2月14日の時点で有効なライセンスを保持していること。 

・申請時点で店舗を運営していること。 

・申請が承認されるまで有効なライセンスを保持し続けること。 

(4)申請方法 

HP(https://www.fehd.gov.hk/english/events/Antiepidemic_Fund/index.html?fbclid=I

wAR3xyt59EvdCvaiGsUxgoRUjGa1WPx2ifEgSvk2ycOTL6Mq_jalj0-60xWw)から申請用紙

を入手し、オンライン、郵便または直接窓口に提出。 

 

【小売業】 

(1)申請期間：2020年3月23日（月）9:00 ～ 2020年4月12日（日）23:59 

(2)支給額：8万香港ドル 

(3)支給条件 

・固定住所において独立して運営されている店舗の実体があること。 

・2020年1月1日以前に事業を開始し、申請時点まで店舗を運営していること。 

・移動型店舗やオンラインストア、6か月未満の短期テナント契約の店舗は除く。 

・1法人で受け取れる補助金の上限は3百万香港ドル（38店舗）まで。 

(4)申請方法 

HP(https://www.retailsubsidy.gov.hk/en/form_index.html#Form)から申請。 

 

各補助金の申請を弊社にて代行することも可能ですので、詳細に関するご質問やご不明点等ございましたら、

お問い合わせください。 

 

 

 

 

  

https://www.fehd.gov.hk/english/events/Antiepidemic_Fund/index.html?fbclid=
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お問い合わせ先 Web：https://www.faircongrp.com/ 

フェアコンサルティング中国（正緯企業管理諮詢（上海）有限公司） 

上海総公司 

上海市黄浦区茂名南路 58 号 花園飯店（上海）601 室   

電話：+86-21-6473-5450 

担当：上原（UEHARA）日本国公認会計士 

ik.uehara@faircongrp.com 

深セン分公司 

深圳市福田区深南大道 4019 号 航天大厦 A 座 610 室 

電話：+86-755-8252-8290 

担当：古矢（FURUYA）日本国公認会計士 

yo.furuya@faircongrp.com 

蘇州分公司 

蘇州工業園区華池街 88 号 晉合広場 2 号 11Ｆ1176 室 

電話：+86-512-8916-5176 

担当：坂林（SAKABAYASHI） 

mi.sakabayashi@faircongrp.com  

北京分公司 

北京市朝陽区東三環北路甲 19 号楼 嘉盛 SOHO 10 層 A058 室 

電話：+86-10-8524-0758 

担当： 粟村（AWAMURA）日本国公認会計士 

hi.awamura@faircongrp.com 

フェアコンサルティング香港（Fair Consulting Hong Kong Co., Limited） 

香港九龍海港城海洋中心 16 樓 1629A-30 室   

電話：+852-2156-9698 

担当：山口（YAMAGUCHI）日本国公認会計士 

ka.yamaguchi@faircongrp.com 

 

「FCG 中華圏 ニュースレター」本文の内容の無断での転載、再配信、掲示板の掲載等はお断りいたします。 

「FCG 中華圏 ニュースレター」で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用ください。 

フェアコンサルティンググループでは、できる限り正確な情報の提供を心掛けておりますが、「FCG 中華圏 ニュースレター」で提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じ

たとしても、フェアコンサルティンググループ及び執筆者は一切の責任を負いかねますので、ご了承ください。 
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